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§１ はじめに 

地震発災直後は公的機関の応援が期待できず、地域住

民のみで対応しなければならない状態が想定される。し

かし、発災時間によっては地域に青年期や壮年期の人が

希薄な場合がある。そこで若い力の集まる大学を地域防

災力向上に活用することを目的とし、大学と大学周辺地

域が、日常的なつながりを重視した上で災害時に効果的

な助け合いができる、防災ネットワークを構想した。 

これまで防災ネットワークの全体構想を示し、日本女

子大学におけるケーススタディとして大学周辺地域の特

性や町会の現状１）、学生の現状 2）を調査した。本報では

これらを踏まえ、構想の実現可能性について検討する。 

§２ 対象地域の被害想定 

 活動の対象期間は、公的支援が期待できない地震発災

直後から１週間程度とする。地震発災直後に被災地の住

民が抱える要望は救出、消火、避難誘導などが多い１）。 
活動の対象地域は、日本女子大学を中心とした半径１

km 圏内に位置する 30 町丁とする。東京都防災会議が発表

した区毎の被害想定結果 3）をもとに対象地域の被害想定

を概算すると、全壊建物は 637 棟、昼 12 時における自力

脱出困難者は 357 人、火災は 11 件になる。なお、被害想

定の概算の際に用いた地震は、対象地域に最も大きな被

害を及ぼす東京湾北部地震(M.7.3)である。各町丁目の建

物棟数 4）他が区全体の建物棟数に占める割合を求め、東京

都による被害想定結果 3）に乗じることで町丁目単位の被

害想定を概算した。このような被害に対応する住民組織

として、町会があげられる。対象地域の町会は、活動を

行う際に有効な住民の所在地情報を 50％程度把握してい

るが、活動の担い手が少ないという課題を抱えている１）。 
§３ 防災ネットワークの提案 

3.1 安否確認 
本研究では、前項で述べた地震発災直後に地域の住民

が抱える要望に対して、大学生を活用することを目指し

ている。災害時に学生を地域に派遣するためには、大学

内の体制が整っている必要がある。地震発災直後に日本

女子大学学生が最も不安に思うことは家族の安否であり 2）、

本論文では安否確認について検討する。具体的には「大

学が学生、教員、職員の安否を把握する」「保護者が学生

の安否を把握する」「学生が保護者の安否を把握する」

「学生が、自分の安否が保護者に伝わっているかどうか

を把握する」についての確認が必要である。 

地震発災時における大学の安否確認の方法について、

兵庫県南部地震における関西学院大学の事例 5)と、既往研

究 6,7)より該当する６事例を抽出した。結果を表１に示す。 
表１ 大学における安否情報を確認する手法 

 
 
 
 
 

凡例：○：実施している △：実施していると言いにくいもの 空白：不明 

表１より、安否確認の手法は電話、Fax.、インターネッ

ト、ハガキ、口頭（来校）があり、各大学はこれらの手

法を併用している。本論文では、上記手法から電話と同

じ回線を使用することが多い Fax.を除いたインターネッ

ト、電話、ハガキ、口頭（来校）を併用した方法を考察

し、図１に示す。情報の正確性を確保するために各学生、

保護者、教員、職員に個人用アカウントを配布し、イン

ターネットや電話から自分の安否状況、居場所、メッセ

ージを入力する。安否を確認できない学生には、大学か

ら返信用ハガキを同封した安否確認のハガキを郵送する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 安否情報の確認 
3.2 災害時の救援活動 

学生と保護者が互いの安否を確認する環境が整った上

で、救援活動に参加する意欲のある学生はボランティア

センター（仮称）に申し出る。学生が救援活動を行うフ

ローを図２に示す。ボランティアセンター（仮称）は情

報班、地域担当班、人事班の３班に分かれ、それぞれ、 

メール サイト
お茶の水女子大学 3,280人 ○ ○ ○ ○

麻布大学 2,654人 ○ ○
名古屋大学 15,893人 △ ○ ○
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図２ 災害時の活動 

災状況の調査、活動に必要な人手および学生を派遣する

場所の検討、活動を行う学生への対処を行う。救援活動

の内容は兵庫県南部地震における市民の救援活動事例 8）他、

自主防災組織の活動マニュアル 9）他を参照する。例えば救

出活動や消火活動は 10 人１組で活動するが、１件の火災

に対して 300 人程度で対処していた事例 8）より、被災地

の状況に応じて複数の班が合同で対処する。 
3.3 平時のボランティア活動 
災害時に大学と地域が連携するためには、平時から同

様に活動することが必要だと考える。防災ネットワーク

の平時の活動内容を図３に示す。他大学におけるボラン

ティア活動の事例を参照し、ボランティアセンター（仮

称）内の地域担当班の学生が、大学周辺の地域施設にお

いてレクリエーションなどの活動を定期的に行う。また、

町会などから短期間のボランティア活動の募集情報を収

集し、学生に情報を提供する。これらの活動と並行して

近隣の町会などと連携した防災訓練を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 平時の活動 

§４ 日本女子大学の現状をふまえた考察 

日本女子大学における防災ネットワークの実現可能性

について、2007 年度に報告した日本女子大学学生の防

災・地域貢献に関する意識調査結果 2）をもとに検討する。 

本論文で提案した内容に対する学生の意識に着目する。

安否確認システムについては約８割、大学周辺地域での

活動については、災害時の救援活動が約８割、平時のボ

ランティア活動が約４割の学生に利用および参加する意

欲があった。このような学生の意欲から、学生を人手と

して活用する可能性があると考える。 

対象地域における救援活動に必要な人手を兵庫県南部

地震による市民活動の事例 8）を参照して概算すると、救

出活動で 3,570 人程度、消火活動で 3,300 人程度になる。

一方、日本女子大学には、平日の授業のある時間帯に

1,900 人から 2,600 人程度の学生が滞在しており、災害時

に救援活動を行う意欲のある学生の人数を概算すると

1,700 人程度になる。これを救援活動に必要な人手と比較

すると、全ての救援活動を学生が同時に行うことは難し

い。よって、被害の大きくなることが予想される地域に

優先的に学生を派遣するなどの対応を行う必要がある。 

§５ おわりに 

大学生を地域地震防災力向上に活用することを目的と

した、防災ネットワークの仕組みを日本女子大学におい

て構想した。昨年度までの調査から、対象地域の町会で

は活動に必要な人手が減少しているが、学生は救援活動

に参加する意欲があることがわかり、学生を大学周辺地

域に派遣する可能性がある。しかし、対象地域における

様々な救援活動に対して、特に夜間など学生の人手が足

りない可能性があり、地域と連携した対応が必要である。 

本研究では市民の防災力向上に向けて、学校における

防災教育や市民防災活動について、現状調査と提案を行

った。今後は大学と地域の連携した防災ネットワークを

はじめとする実践活動を通して、社会の実態に即した提

案を行う予定である。 
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